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Gupta），ラムプ（B.-T. Ramb），フレック（F.H. Fleck), ドメンギーノ
(C. -M. Domenghino）などの「パシネッテイ逆説」 13）という解釈がある。
さらに，「パシネッティ定理」と「反パシネッテイ定理Jとの和解，つまり両
定理を同じ枠組みの中で恒常状態を認めようとしたパランツイーニ（M.









































Y= G十日r ( 1 ) 
-218 (404) -
G = G~ ＋ Gv ( 2) 
G~ ＝ρG, 1 ＞ρ＞ 0 ( 3) 
G v = G% + G~ ( 4 ) 
G%＝ηG, 1 ＞η＞ 0 ( 5) 
G~ ＝ ゆG, 1 ＞ゆ＞ 0 ( 6) 
S = Sc+Sw+Sr ( 7 ) 
Sc= Sc (1-tc) G~＋ sg (1-tc) G%. 1 >Sc> Sw > 0,
1 > tc > tw > 0,1 > sg > s~ > 0 ( 8)
Sw = Sw (1-tw) W+s~ (1-tc) G~ ( 9) 
Sr = SrT, 1 > Sr > 0 (10) 
T = tcG+twW (11) 
S+T=R+I (12) 
R = rT. 1 > r > o ( 13) 
I= gK (14) 
G = rK (15) 
(1-tc) G~ = (1-/) I, 1 > f > 0 (16) 
Q 一 (1-tc){sc(l-tc)G~＋ sg(l-tc)G% + (1-cc) (v-f)I} 
c - (1-j)vK 
1 > j > 0,v > f ( 17)
_ sw(l -tw) +j {s~（ l ーた） G~＋(1-cw) (v-f)I} 
Qw - (18) 
jvK 
QC= g (19) 
Qw=g (20) 
記号は次のとおりである。 Yは国民所得， Gは利潤所得， Wは賃金所得，
Q は資本家階級（以下，資本家と略記する。）が取得する留保利潤， Gvは総




の貯蓄， Swは労働者の貯蓄， STは政府の貯蓄， SGは資本家の貯蓄性向， Sw
は労働者の貯蓄性向， STは政府の貯蓄性向， sgは資本家が取得する配当に基
づく貯蓄性向， s~ は労働者が取得する配当に基づく貯蓄性向， T は財政収入，
Rは財政支出， Iは純投資， gは資本蓄積率あるいは資本財の価値の成長率，
Kは資本財ないし資本資産の価値 Tは利用した実質資本価値に関する純利潤
率， tGは利潤税の税率， twは賃金税（通常は所得税）の税率， fは外生的に調
達した純投資率， jは労働者が保有する株式の市場価値の割合すなわち株価率，
uは株式評価率， CGは資本家が取得する資本利得 （vi-fl） に基づく消費性
向， Cwは労働者が取得する資本利得に基づく消費性向， QGは資本家が取得す
る総所得の成長率， Qwは労働者が取得する総所得の成長率である。
このモデルの体系は，式20，変数20 c. w. c~. cv. cg, c&. s, sG, 
Sw. ST, T, R, I, K, g，κj, V, QG, QW）であるから，完全な体系が成立す





























































































g(I -j)vK = (I-j) {sc(I-tc)G~＋ sg(I -tc)G% +(I-cc) (v-f)I} (21) 
となり，（20）式を（18）式へ代入すれば，




vi= (1-j) {scCl-tc)G~＋ sg(1 ー tc)G%-cc(v-f)l+swC1-tw)W 
+j {s~Cl -tc)Gぷ－cw(v-/)/} (23) 
となる。
(23）式の両辺にflを加えて整理すれば，
fl= (l-j){scCl-tc)G~＋ sg(1 ーら） G%-cc(v-f)l} +swCl-tw) W 




G~＋ sg (1-tc) G%から資本利得 （v-f)Iに基づく消費Cc(v-f) Iを差
しヲ！いたもの（第1項の ii内）からその意味の貯蓄と消費を労働者が保有
する株式の市場価値の割合すなわち株価率jで加重したものを差しヲ｜いたもの
( 1-j) { } （第 1項），労働者が取得する賃金税引き後の賃金所得に基づく
貯蓄Sw(1-tw) W （第 2 項），利潤税引き後の配当に基づく貯蓄 s~ (1ーら）








I=Cl-tc）ρG+ (1-j) {scCl-tc）ρG+sg(l-tc)G%-cc(v-f)l} + 









｛ρ＋sGρ＋sgη｝（I-tG)G = {1 +cG(v-f)}I (27) 
となる。
(27）式の両辺を Yで割れば，均衡利潤分配率G/Yとして
G - 1 +CG ( v -f) I 




r _ 1 +cG(v-f)l a 












































こと （ρ＝ Sc） を意図していると思われるので，また利潤税率と賃金税率を
取り入れていない Ctc= 0,tw = 0）ので，（30）式の右辺第1項は (I-tG）・
ρG = scGとなり，右辺第2項はSw(I-tw) W = SwWとなる。右辺第4項
目は資本利得 （v-f)Iから消費しないときに Cw(v-f) I= 0となる。あ
るいは，右辺第3項は労働者が株式の保有で受ける利潤税引き後の分配済みの



















































記号を使えば，（25）式において 1> j > 0,f = 1,v = 1，従ってρ＝Oのと
き，






(l-j)sg(l-tc)G% _ sw(l-tw) W+js~（ l-tc)G~ 
(1-j)K jK (33) 
となる。パシネッティ・モデルでは，利潤税率（通常は法人税率）も賃金税率
（通常は所得税率）も考慮せず Ctc= 0, tw = 0），労働者の賃金所得に基づ
く貯蓄性向 Swも労働者が取得する配当に基づく貯蓄性向 SDも区別せず
Csw = s~），資本家が取得する利潤所得に基づく貯蓄性向 Sc も資本家が取得
する配当に基づく貯蓄性向sgも区別しない Csc= sg）ので，（33）式は
sw(W+jG~） = jscG% (34) 
となる。この（34）式と（5）式を（32）式へ代入して， tc= 0,tw = 0とおけば，




G 1 I 





























均衡利潤分配率（28）式において，政策要因はI/ Y, sG, sg, cG，ρ，η，u，λ 
九である。これらの政策要因で（28）式を偏微分すれば，次のようになる。仮
定により 1ー ら＞である。 I/Y = i,A＝ρ＋sGp+sgη，B = 1 -tG, D = 1 + 
Cc(v-f）と置いている。
-230 (416) -
。（G/Y) D , " 
fJ(//Y) AB ~ v (38) 
δ（G/Y) Dip ＝一一τー＜ OfJsc A・'B (39) 
。（G/Y)_ Di・η
n 一一ー すー く Oθ＇S; AGE (40) 
〉? ???
???? ??? 。 (41) 
δ（G/Y) Di(I +sr.) ＝ー今 1.7 < 0 0ρ A~B (42) 


















































































G _ (1 + (v-f) Ucw+ (1-j)cc}//Y-sw(l-tw）〕
y 一（1-tc）｛ρ＋js~＋(1-j)(scρ＋sgη）｝－swCI-tw) 
1 > j > 0,v > f,1 ＞ρ＞ 0, 1 ＞η＞ 0, 1 ＞ゆ＞ 0, 1 >Sc > Sw > 0,
1 > sg > s~ > 0,1 > tc> tw > 0,
をf尋ることカ宝できる。
この均衡利潤分配率は，投資比率l/Yが次の範囲の
(1-tc) ｛ρ ＋js~＋ (1-j)(scρ＋sgη）｝＋swCI-t却） I 
＞一一＞
1 + (v-f) {jcw+ (1-j)cc} 
swCI-tw) 
1 + (v-f) Ucw+ (1-j)cc} 
に存在するとき， 1よりも小さい正の値になる (1 > G/Y > 0）。
均衡が成立するための必要条件は，（49）式に関連して，





















































(k-f) Ucw+ (1ー j)cG}+ f-Vs~＋ (1-j)sGρ＋ (1-j）ふ－sw(l-tw)}
- I 
’ー






swCl -tw)}(l-／）／ρ ， y (54) 
となる。

















引き後の配当 s~ ，資本利得 （v-f) Iに基づく貯蓄性向（ 1-cwと同義であ
る。）カf同じであり， jcw+Cl-j)cc= 1,k = 1,f = l,tw = 0，ρ＝ 0,1 ＞ゆ
> 0,1 ＞η＞Oであるときには，不等式（54）は
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